
中小企業における
外国人材活用の現状と課題

令 和 2 年 7 月

産 業 労 働 局

資料３



目次

１.外国人労働者の現状

２.企業における外国人材雇用の現状

３.都の外国人材採用・活用施策

４. 外国人材の採用・活用に関する課題

1事務局資料 中小企業における外国人材活用の現状と課題



１.外国人労働者の現状

2事務局資料 中小企業における外国人材活用の現状と課題



3

①在留資格別労働者数

②在留資格別・国籍別労働者数（全国）

ウ特定活動 エ技能実習ア留学（アルバイト）

全 体
ア留学
(アルバイト)

イ専門的技
術的分野

ウ特定活動 エ技能実習 オ特定技能
カ永住者
配偶者等(a) 技術・人文・

国際業務
(b)その他（経営、
法律、会計等）

全国
1,658,804

(100%)
318,278
(19.2%)

328,514
(19.8%)

260,556
(15.7%)

67,958
(4.1%)

41,075
(2.5%)

383,978
(23.1%)

520
(0.0%)

586,397
(35.3%)

東京
485,345

(100%)
147,015
(30.2%)

156,456
(32.2%)

133,455
(27.5%)

23,001
(4.7%)

12,089
(2.4%)

20,578
(4.2%)

22
(0.0%)

149,178
(30.7%)

(単位：人)

オ特定技能イ(a)技術・人文・国際業務

合計：318,278人 合計：260,556人 合計：41,075人 合計：383,978人 合計：3,987人

26.4%

2.5%
41.1%

0.7%

14.2%

1.6%

13.6%

37.1%

10.6%
17.3%

3.0%

3.7%

1.3%

27.0%
22.7%

0.0%

50.5%

9.1%

0.1%

8.5%
9.1%

出典：厚生労働省「「外国人雇用状況」の届出状況（2019年10月末現在）」をもとに都が作成

※１ ※２ ※３ ※４

8.8%

0.4%

58.1%

5.9%

0.6%

11.4%

14.7%

※５

※2020年3月末

１. 外国人労働者の現状

中国(香港等を含む） 韓国 ベトナム ネパール インドネシア その他フィリピン

12.0%

9.4%

15.1%

12.5%8.4%

7.2%

35.4%

●日本国内には約290万人の外国人が在留しており、うち165万人が就労

●東京では「留学」「専門的技術的分野」の割合が高い

●国籍別に見ると、「留学」「技能実習」「特定技能」において、ベトナムの割合が高い

(1) 在留資格別外国人労働者

※１～４出典：厚生労働省「「外国人雇用状況」の届出状況（2019年10月末現在）」をもとに都が作成 ※５出典：出入国在留管理庁「特定技能１号在留外国人数（2020年３月末）」をもとに都が作成 事務局資料 中小企業における外国人材活用の現状と課題



15,408 

28,163 

55,202 

91,394 

109,640 

22,393 

5,845 

78,722 

うち建設業

うち製造業

うち情報通信業

うち卸売業、小売業

うち宿泊業、飲食サービス業

うち教育、学習支援業

うち医療、福祉

うちサービス業
（他に分類されないもの）

（単位：人）

合計：485,345人

93,214 

483,278 

67,540 

212,528 

206,544 

70,941 

34,261 

266,503 

うち建設業

うち製造業

うち情報通信業

うち卸売業、小売業

うち宿泊業、飲食サービス業

うち教育、学習支援業

うち医療、福祉

うちサービス業
（他に分類されないもの）

（単位：人）

合計：1,658,804人

１. 外国人労働者の現状
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全国 東京

(2) 産業別外国人労働者数

出典：厚生労働省「「外国人雇用状況」の届出状況（2019年10月末現在）」

●東京の外国人労働者は、情報通信業、卸売業・小売業、宿泊業・飲食サービス業が多い
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１. 外国人労働者の現状
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①留学生の在留資格変更許可状況 2018年 ②国籍・地域別

2018年留学生の在留資格変更許可申請 30,924件

2018年留学生の在留資格変更許可 25,942人(全体の83.9％)

(3) 留学生の就職状況①

在留資格 許可人数
全体に占
める割合

（参考）
在留資格認定証

明書発行数＊

技術・人文知識・
国際業務

24,188人 93.2% 41,510人

経営・管理 560人 2.2% 2,052人

特定活動 14人 0.1% 11,926人

その他 1,180人 4.5% 411,005人

計 25,942人 100.0% 466,493人

出典：出入国在留管理庁「平成30年における留学生の日本企業等への就職状況について（2019年10月）」をもとに都が作成

中国
42%

台湾
4%

韓国
6%

ベトナム
20%

ネパール
12%

その他東南アジア
5%

その他
11%

2018年度

中国

66%

台湾

3%

韓国

10%

ベトナム

4%

ネパール

2%

その他東南アジア

4%

その他

11%

2013年度

11,647人 25,942人

●留学生は93%が「技術・人文知識・国際業務」の在留資格を取得

●近年、留学生は大幅に増加しており、特にベトナム、ネパールの増加が著しい

（＊）出入国在留管理庁HP「2018年における在留資格認定証明書数」

2.2倍

事務局資料 中小企業における外国人材活用の現状と課題



大学
43.5%

修士
19.5%

博士
3.4%

短期大学
4.5%

専修学校
27.7%

その他
1.5%

1人～49人
36.7%

50人～99人
10.1%100人~299人

15.2%

300人～999人
13.8%

1000人～1999人
4.8%

2000人～
13.9%

不明
5.5%

１. 外国人労働者の現状

9,884人

5,615人

3,753人

2,717人

1,865人

1,805人

1,790人

14,445人

翻訳・通訳

販売・営業

海外業務

技術開発（情報処
理分野）

貿易業務

設計

技術開発（情報処
理分野以外）

その他

6

③職務内容 ④就職先企業等の従業員数 ⑤最終学歴

(3) 留学生の就職状況②

出典：出入国在留管理庁「平成30年における留学生の日本企業等への就職状況について（2019年10月）」をもとに都が作成

（n=25,942）注：重複計上あり

●留学生の約5割は従業員数「100人未満」の企業等に就職

●留学生の約7割弱が「大学」以上の最終学歴を有する

（n=25,942） （n=25,942）

事務局資料 中小企業における外国人材活用の現状と課題



１. 外国人労働者の現状
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(4) 技能実習生の状況

技能実習生数 分野別

出典：厚生労働省「外国人雇用状況の届出状況について（2019年10月）」及び
東京労働局「外国人雇用状況」の届出状況（2019年10月末現在）を基に都が作成

n=383,978

出典：厚生労働省「外国人雇用状況の届出状況について（2015年10月～2019年10月）」を基に都が作成

246人

28,481人

3,303人

35人

3,304人

11,286人

うち東京都8,581人

うち東京都4,566人

うち東京都109人

うち東京都2,760人

うち東京都654人

うち東京都2人

うち東京都310人

うち東京都1,332人

うち建設業

うち製造業

うち情報通信業

うち卸売業、小売業

うち宿泊業、飲食サー
ビス業

うち教育、学習
支援業

うち医療、福祉

うちサービス業
（他に分類されないも

の）

全国 東京

64,924人

220,747人

168,296人

211,108人

257,788人

308,489人

383,978人

東京都

6,130人

東京都

9,022人

東京都

11,900人

東京都

15,182人

東京都

20,578人

2015年
10月末

2016年 2017年 2018年 2019年

全国

東京都

●全国の技能実習生は近年、大幅に増加

●特に建設業と製造業の人数が多い

事務局資料 中小企業における外国人材活用の現状と課題
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「特定技能」資格者数 分野別

出典：出入国在留管理庁「特定技能１号在留外国人数（2020年３月末）」をもとに都が作成出典：出入国在留管理庁「特定技能１号在留外国人数（2019年６月末～2020年３月末）」をもとに都が作成

n=3,987

437人

428人

267人

246人

うち東京都113人

うち東京都0人

うち東京都4人

うち東京都0人

うち東京都
33人

うち東京都
79人

うち東京都30人

飲食料品製造業

農業

素形材産業

産業機械製造業

建設

外食業

その他

全国 東京都

1,402人

686人

521人
20人

219人うち東京都0
人

うち東京都15

人

うち東京都94
人

うち東京都
259人

2019年６月末 2019年９月末 2019年12月末 2020年３月末

全国 東京都

3,987人

1,621人

１. 外国人労働者の現状

●「特定技能」の有資格者は近年、徐々に増加

●東京では飲食料品製造業と外食業の人数が多い

(5) 「特定技能」有資格者の状況

事務局資料 中小企業における外国人材活用の現状と課題
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２.企業における外国人材雇用の現状
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9753 12911 16711 20264 
建設業
25991 

37919 
40542 

43293 
46254 

製造業

49385 
7254 

8248 
9247 

10037 

情報通信業
11058 

25,520 

29,249 

33,229 

36,813 

卸売業、小売業
42,255 

21,624 

24,732 

27,779 

31,453 

宿泊業、飲食サービス業
34,345 

5127 

5491 

5856 

6144 

教育、
学習支
援業
6471 

6,316 

7,470 

8,719 

9,913 

医療、福
祉

11,700 

11,933 

13,705 

15,528 

17,419 

サービス業（他に分類さ
れないもの）

19,510 

26815 

30450 

34233 

38051 

その他
41893 

152,261 

172,798 

194,595 

216,348 

242,608 

2015 2016 2017 2018 2019

10

②今後の外国人労働者の雇用方針
(外国人労働者を雇用していない企業)

①外国人雇用事業所数（産業別）

※生活衛生関係企業

2.9%

2.8%

2.3%

2.7%

4.9%

1.0%

29.0%

35.8%

13.7%

18.5%

45.7%

14.1%

68.1%

61.4%

84.0%

78.8%

49.4%

84.8%

全体(n=1,319)

飲食業(n=637)

理容業(n=131)

美容業(n=184)

ホテル・旅館業
(n=81)

クリーニング業
(n=99)

雇用したい

良い人物出会えれば雇用したい

雇用するつもりはない

出典：日本政策金融公庫「外国人労働者の雇用に関するアンケート調査結果（2019年12月）」
（生活衛生関係営業の景気動向等調査特別調査結果2019年7~9月期）出典：厚生労働省「「外国人雇用状況」の届出状況（2015年～2019年10月末現在）」

(1) 中小企業における採用・定着②２.企業における外国人材雇用の現状 ①
●外国人を雇用する企業は年々増加

●生活衛生関係では、ホテル・旅館業、飲食業において外国人材の雇用を検討する企業が多い

外国人材一般

事務局資料 中小企業における外国人材活用の現状と課題



２.企業における外国人材雇用の現状②
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12.4%

36.9%

15.6%

29.0%

4.9%

1.3%

すでに採用、一層積極化
したい

今後採用を考えたい

すでに採用、当面現状維
持

今後とも採用する気はな
い

採用した経験があるが離
職、今後採用の意思なし

無回答

（n=1,039）

出典：日本総研「人手不足と外国人採用に関するアンケート調査（2019年4月17日）」
回答企業数1,039社（うち従業員規模500人未満が86％）

●約半数の企業が外国人留学生の採用を考えており、特に飲食業・宿泊業で採用意向が高い

●規模の大きな企業ほど採用意向が高いが、小規模企業でも一定の採用意向が存在

既に採用、

一層積極化したい

今後採用を考えたい

既に採用、

当面現状維持

今後とも採用する気はない

採用した経験あるが離職

今後採用の意向なし

無回答

③外国人留学生採用についての見解 ④業種別／外国人留学生採用についての見解

⑤従業員規模別／外国人留学生採用についての見解

留学生

0

20

40

60

80

100

企
業
計

(n
=

1
,0

3
9
)

食
品
加
工

(n
=

3
4
)

機
械
・
金
属

(n
=

9
3
)

繊
維
・
衣
服

(n
=

4
7
)

建
設
業

(n
=

2
4
0
)

飲
食
業

(n
=

2
0
7
)

宿
泊
業

(n
=

2
5
)

小
売
業

(n
=

2
7
5
)

そ
の
他

(n
=

1
0
1
)

無回答

採用した経験があるが離職
今後採用の意思なし

今後とも採用する気はない

すでに採用
当面現状維持

今後採用を考えたい

すでに採用
一層積極化したい

（％）

0

20

40

60

80

100

企業計

(n=1,039)

29人以下

(n=179)

30～499人

(n=722)

500～999人

(n=58)

1,000人以上

(n=68)

無回答

採用した経験があるが離職

今後採用の意思なし

今後とも採用する気はない

すでに採用

当面現状維持

今後採用を考えたい

すでに採用

一層積極化したい

（％）

アンケートの実施期間：2019年1月26日発送、2月22日までに回答のあったものを集計

事務局資料 中小企業における外国人材活用の現状と課題

留学生

留学生
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17.4 

37.9 

18.0 

10.5 
4.9 

41.2 

3.6 

0

10

20

30

40

50

住
居
の
紹
介

社
宅
の
提
供

マ
ナ
ー
教
育
な

ど
日
本
社
会
に

溶
け
込
む
支
援

イ
ベ
ン
ト
な
ど

地
域
の
人
々
と

の
交
流
促
進

外
国
人
雇
用
の

活
用
状
況
、
課

題
に
つ
い
て

特
に
行
っ
て
い
な
い

無
回
答

⑦外国人従業員の生活支援（複数回答）（n＝449）

（％）

11.8 

6.0 

0.2 

77.1 

1.8 

3.1 

0 20 40 60 80

最低賃金と同程度

日本人よりも低い

（仕事レベルは低い）

日本人よりも低い

（仕事レベルは同程度以上）

日本人とほぼ同一水準

日本人よりも高い

無回答

⑥賃金の支払い（直接雇用、n＝449）

（％）

出典：日本総研「人手不足と外国人採用に関するアンケート調査（2019年4月17日）回答企業数 外国人労働者がいる企業449社（うち従業員規模500人未満が77％） アンケートの実施期間：2019年1月26日発送、2月22日までに回答のあったものを集計

無
回
答

特
に
行
っ
て

い
な
い

外
国
人
雇
用
の

活
用
状
況
、

課
題
に
つ
い
て

イ
ベ
ン
ト
な
ど

地
域
の
人
々

と
の
交
流
促
進

マ
ナ
ー
教
育
な
ど

日
本
社
会
に

溶
け
込
む
支
援

社
宅
の
提
供

住
居
の
紹
介

(1) 中小企業における採用・定着③

事務局資料 中小企業における外国人材活用の現状と課題

２.企業における外国人材雇用の現状③
●多くの企業で日本人と外国人の間で賃金格差はない

外国人材一般

（具体例） ■月１回の交流パーティーを開いている。

■社内で日本語教室を開いている。

■日帰り旅行や観光を企画している。

■通訳でのフォローを行っている。

最低賃金と同程度

日本人よりも低い
（仕事レベルは低い）

日本人よりも低い
（仕事レベルは同程度以上）

日本人とほぼ同一水準

日本人よりも高い

無回答

外国人材一般
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３. 都の外国人材採用・活用施策

事務局資料 中小企業における外国人材活用の現状と課題



戦略１２
稼ぐ東京・イノベーション戦略

14

未来の東京戦略ビジョン（2019年12月）

〇ＩＴやエンジニアなど東京が求める高度人材を呼び込むため、海外における

セミナーや面接会などの人材誘致プロモーションを展開

〇中小企業やスタートアップを対象に、外国人材の採用・活用ノウハウの提供

や受入環境整備を支援する「外国人材受入支援センター（仮称）」を創設

〇国と連携し、

高度人材を呼び込むための

在留資格等に係る規制緩和を更に推進

中小企業振興ビジョン（2019年2月）

 戦略的な人材の確保のための支援

外国人材を円滑に受け入れられる環

境づくりを推進するため、中小企業

を対象としたセミナーやインターン

シップを実施するほか、相談体制の

整備や仕事上のスムーズなコミュニ

ケーションに役立つノウハウの提供

などを行う

戦略Ⅴ 人材力の強化と
働き方改革の推進

方向性の体系①

３. 都の外国人材採用・活用施策 (1) 都の政策の基本方針となる計画の考え方

事務局資料 中小企業における外国人材活用の現状と課題



３. 都の外国人材採用・活用施策

〇定着・育成支援

・活躍促進セミナー

・受入マニュアルの配布

〇受入体制の整備

・相談窓口

・個別相談会

・コンサルタント派遣

〇採用ノウハウの提供

・採用セミナー

・インターンシップ

・合同企業説明会

①中小企業向け

〇就職支援の強化

・就職セミナー

・先輩社会人との交流会

・相談デスク

・パンフレット配布（観光産業）

〇職場での

定着・キャリアアップ支援

・ビジネス日本語・マナー講座

・ｅラーニングによる

ビジネス日本語研修

⑥海外在住高度外国人材向け

〇アジアでの人材誘致

・合同企業説明会

・セミナー

・インターンシップ

・相談デスク

〇情報発信

⑤就職支援機関向け

〇大学等教育機関向け

・就職支援ノウハウセミナー

④外国人求職者・在職者向け

※ 今年度提供するサービスは、コロナ禍の収束状況により改めて検討

〇労働相談
・受入セミナー ・研修等

③介護事業者向け

・採用セミナー ・専門相談員派遣

・職場見学会

②観光関連事業者向け

※ 外国人求職者の採用を希望する企業や外国人求職者を、ハローワークや外国人在留支援センター(＊)等に紹介してマッチングも実施
(＊)法務省設置の留学生向け就職支援施設、7月6日開設

(2) 都の外国人材就労支援施策

15事務局資料 中小企業における外国人材活用の現状と課題
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採用ノウハウの提供

≪採用セミナー≫

外国人採用のノウハウや企業

の採用事例の紹介、在留資格

手続きのポイント等を紹介

≪インターンシップ≫

短期インターンシップ。事

前セミナーや、実施期間中

のサポートも実施。

≪合同企業説明会≫

都内中小企業による外国人

材向けの合同企業説明会。

受入体制の整備

≪個別相談会≫
セミナー終了後、登壇講師や

専門家による相談会を実施

≪相談窓口≫

≪コンサルタント派遣≫

外国人の採用・活用に関する

助言、情報提供の実施

外国人材の受入に関して、受入環境整備が必要と判断される企

業に専門家を派遣し、きめ細やかな支援を実施

定着・育成支援

≪活躍促進セミナー≫

≪受入マニュアルの配布≫

外国人材に対するマネジメントやコミュニケーショ

ン手法等に関するワークショップ型のセミナー

外国人材と働くうえで起こりやすいトラブル例や

日本人側が気を付けるべきことをまとめたマニュアルを発行

３. 都の外国人材採用・活用施策

≪採用セミナー≫

外国人材採用に関する情報提供を実施

≪研修会≫

外国人材の定着に向けた研修会を実施

≪専門相談員派遣≫

採用・受け入れ態勢整備等に関する助言を実施

対象：観光関連事業者（宿泊・飲食・小売(免税店)）

※外国人介護従事者を円滑に受入れることを目的として実施

対象：介護サービスを提供する事業所等

① 中小企業向け

② 観光関連事業者向け ③ 介護事業者向け (福祉保健局)

(2) 都の外国人材就労支援施策①

事務局資料 中小企業における外国人材活用の現状と課題

≪受入セミナー≫

外国人受入に必要な知識・ノウハウを提供。個別相談会も実施

≪指導担当者向け研修≫

外国人介護従事者の指導担当職員に対し、介護施設等における指導体

制の整備を支援するための研修を実施
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就職支援の強化

≪就職セミナー≫

日本での就職活動ノウハウの

提供や面接指導等

職場での定着・キャリアアップ支援

≪ビジネス日本語・マナー講座≫

≪先輩社会人との交流会≫

≪相談デスク≫

≪ｅラーニングによる
ビジネス日本語研修≫

日本で働くことに関する相談

に対面・電話・メールにより

きめ細かく対応

先輩外国人から、就職活動

や働く際の悩み等を聞く場

を提供

求職中の外国人向け

の、実践的なビジネス

用語やビジネスマナー

についての講座

既に都内中小企業で働い

ている外国籍社員向け

の、ｅラーニングによる

ビジネス日本語研修

④ 外国人求職者・在職者向け

３. 都の外国人材採用・活用施策

労働相談

労働相談情報センターにおいて、

労働問題全般にわたり、日本語・

英語・中国語での相談を受付

≪パンフレット配布(観光産業)≫

外国人留学生等に対し、

観光産業で働く魅力を発信する。

(2) 都の外国人材就労支援施策②

※労働相談情報センター（飯田橋）・国分

寺事務所ではタブレットを導入し多言語

（11言語＋英語・中国語）で対応可能

事務局資料 中小企業における外国人材活用の現状と課題



18

３. 都の外国人材採用・活用施策

大学等教育機関向け

≪就職支援ノウハウセミナー≫

外国人留学生の就職活動の現状、教育機関での支援の方策等の情報提供を実施

⑤ 就職支援機関向け

ア ジ ア で の人材誘致

≪合同企業説明会・セミナー≫ ≪インターンシップ≫

≪相談窓口≫

海外現地において都内中小企業と交流

できる場を提供

都内中小企業とマッチングし、

インターンシップの機会を提供

外国人材の活躍事例や東京で働く手順等をウェブサイトで発信

日本で働くことに関する相談に

対面・電話・メールによりきめ細かく対応

情報発信

⑥ 海外在住高度外国人材向け

※高度ICT人材については、別途実態調査を実施し、リクルートイベント出展やインターンシップの試行を予定
（戦略政策情報推進本部）

(2) 都の外国人材就労支援施策③

事務局資料 中小企業における外国人材活用の現状と課題
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４. 外国人材の採用・活用に関する課題

事務局資料 中小企業における外国人材活用の現状と課題



50.2%

5.7%

7.9%

13.1%

15.8%

2.9%

4.8%

33.4%

日本人労働力が集まらない

賃金が安く労働コストが節約できる

外国人ならではの業務がある

外国人の方がまじめに働く

外国人採用で組織を活性化したい

たまたま外国人だった

その他

無回答

(b)外国人採用・活用の理由（n=1,039 複数回答）

日本人労働力が集まらない

賃金が安く労働力コストが節約できる

外国人ならではの業務がある

外国人の方がまじめに働く

外国人採用で組織を活性化したい

たまたま外国人だった

その他

無回答
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▶ 高度外国人材を求める企業と、人手不足を解消するために外国人材を求める企業が存在する

▶ 外国人材を採用している企業は、コミュニケーション等の課題を抱えている

４. 外国人材の採用・活用に関する課題

①外国人材を採用する理由

(1) 中小企業における採用・定着①

回答企業のうち従業員規模300人未満が46％

出典：日本総研「人手不足と外国人採用に関するアンケート調査（2019年4月17日）」出典：㈱ディスコキャリタスリサーチ「外国人留学生／高度外国人材の採用に関する調査(2019年12月)をもとに都が作成」

高度外国人材

回答企業のうち従業員規模500人未満が86％

外国人材一般

事務局資料 中小企業における外国人材活用の現状と課題

69.6%

37.6%

36.1%

33.5%

28.4%

27.8%

23.2%

21.6%

12.9%

0.0%

77.4%

36.6%

31.7%

26.9%

29.0%

22.6%

25.3%

22.0%

18.3%

0.5%

優秀な人材を確保するため

日本人社員への影響も含めた社内活性化のため

外国人としての感性・国際感覚等の強みを発揮してもらう

ため

語学力が必要な業務を行うため

ダイバーシティ強化のため

海外の取引先に関する業務を行うため

日本国内の新卒採用だけでは充足できない数的補完のため

自社（またはグループ）の海外法人に関する業務を行うた

め

日本人では確保できない専門分野の人材を補うため

その他

(a) 外国人留学生を採用する目的（n=679)

文系 理系

優秀な人材を確保するため

日本人社員への影響も含めた
社内活性化のため

外国人としての感性・国際感覚等の
強みを発揮してもらうため

語学力が必要な業務を行うため

ダイバーシティ強化のため

海外の取引先に関する業務を行うため

日本国内の新卒採用だけでは
充足できない数的補完のため

自社（またはグループ）の海外法人に
関する業務を行うため

日本人では確保できない
専門分野の人材を補うため

その他
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158

84

70

64

43

40

22

社内の受入体制が未整備

採用ルートが分からない

優秀な学生の能力判定が難しい

在留資格により配属先が限定される

求める出身国の採用ルートが分からない

活用するためのコストと時間がかかる

その他

(n=379複数回答・未回答あり)

社内の受け入れ態勢が未整備

採用ルートが分からない

優秀な学生の能力判定が難しい

在留資格により配属先が限定される

求める出身国の採用ルートが分からない

活用するためのコストと時間がかかる

その他

③外国人材の採用・活用における課題

出典：2018年度東京都「中小企業の外国人材受入支援事業」企業セミナーアンケート

４. 外国人材の採用・活用に関する課題

9.9%

14.3%

22.9%

48.6%

51.4%

その他

ビザなどの申請、手続き上のトラブル

離職率の高さによる周囲への影響

分化・価値観、考え方の違いによるトラ
ブル

受入部署の負担増

（n=611複数回答・未回答あり）

受入部署の負担増

文化・価値観、考え方の違いによる

トラブル

離職率の高さによる周囲への影響

ビザなどの申請、手続き上のトラブル

その他

②外国人留学生採用による社内での問題

出典：㈱ディスコキャリタスリサーチ「外国人留学生／高度外国人材の採用に関する企業調査」（2017年12月）

回答企業のうち従業員規模300人未満が41％

外国人材一般

(1) 中小企業における採用・定着②

事務局資料 中小企業における外国人材活用の現状と課題

高度外国人材
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⑤外国人社員の採用・雇用の課題

20.7%

19.6%

18.7%

17.9%

17.6%

14.7%

14.3%

7.9%

9.2%

4.2%

12.7%

日本語能力が求める水準に達していない

日本人社員とのコミュニケーションに支障が
多い

組織のビジョンの共有が難しい

外国人の処遇や人事管理の手法がわからない

就労ビザなど在留許可申請への対応が困難

将来帰国・転職を希望する者が多く、離職率
が高い

財務的効果（売上、業績等の向上）が不明

人事評価・賃金制度の変更が困難

外国人社員の募集の方法がわからない

募集は行うものの応募がない（もしくは少な
い）

その他

出典：日本貿易振興機構「2018年度日本企業の海外事業展開に関するアンケート調査～JETRO海外ビジネス調査～」

④外国人労働者の活用上の課題

(中小企業 n=2,770)

４. 外国人材の採用・活用に関する課題 (1) 中小企業における採用・定着③

14.3%

37.9%

29.2%

44.1%

5.8%

4.7%

14.3%

すぐに離職する

せっかく育成した人材が
一定期間しか雇えない

人材のばらつきが大きい

コミュニケーションに
苦労する

日本人社員との関係が
うまくいかない

将来、外国人が日本へ
働きに来てくれなくなる

無回答

（n=449 複数回答）

出典：日本総研「人手不足と外国人採用に関するアンケート調査（2019年4月17日）」
回答企業数449社（うち従業員規模500人未満が77％）

すぐに離職する

せっかく育成した人材が

一定期間しか雇えない

人材のばらつきが大きい

コミュニケーションに苦労する

日本人社員との関係が

うまくいかない

将来、外国人が日本へ

働きに来てくれなくなる

無回答

日本語能力が求める水準に達していない

日本人社員とのコミュニケーションに支障が多い

組織のビジョンの共有が難しい

外国人の処遇や人材管理の手法が難しい

就労ビザなど在留許可申請への対応が困難

将来帰国・転職を希望する者が多く、離職率が高い

財務的効果（売上、業績等の向上）が不明

人事評価・賃金制度の変更が困難

外国人社員の募集の方法がわからない

募集は行うものの応募がない（もしくは少ない）

その他

主な論点

◎中小企業が外国人材を採用する場合、受入体制をどう整備するか

◎中小企業と外国人材の出会いの機会をどう創出していくか

事務局資料 中小企業における外国人材活用の現状と課題

外国人材一般外国人材一般



1.0%

5.2%

5.2%

6.2%

18.4%

5.7%

10.6%

64.6%

51.5%

就職・起業

進学

就職・起業

進学

起業

就職

進学

不
明

ま
だ
き
め

て
い
な
い

日
本
・
出
身
国
以
外

出
身
国

日
本
国
内

1.4%

0.5%

0.4%

14.0%

0.6%

8.7%

12.3%

29.7%

32.4%

その他

進学

就職

その他

進学

就職

その他

進学

就職

日
本
・
出
身
国
以
外

出
身
国

日
本
国
内
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▶ 日本での就職を希望する留学生は多いが、就職者数は限定的

▶ 外国人求職者からは就職活動のノウハウや企業情報を求める声が多い

出展：日本学生支援機構「平成29年度外国人留学生進路状況・学位授与状況調査」

（ｎ=51,636 うち1,582が不明回答）

※ 2018年3月 日本の大学、短期大学等を
卒業した外国人留学生を対象

出展：日本学生支援機構「平成29年度私費留学生生活実態調査」

（ｎ=5,704 複数回答）

※ 2017年5月日本の大学、短期大学等に
在籍中の外国人留学生を対象

卒業後の進路状況

①外国人留学生の進路状況等

４. 外国人材の採用・活用に関する課題

卒業後の進路希望

(2) 外国人求職者①

事務局資料 中小企業における外国人材活用の現状と課題

留学生



出典：独立行政法人日本学生支援機構（JASSO）「平成29年私費外国人留学生生活実態調査（2019年1月）」

24

②外国人留学生の就職活動時の要望（複数回答設問）

主な論点

◎外国人求職者が求める情報を提供するためにはどうしたらよいか
◎外国人求職者に様々な中小企業の魅力を知ってもらうためにはどうしたらよいか

４. 外国人材の採用・活用に関する課題 (2) 外国人求職者②

1,469人

984人

1,521人

770人

550人

1,068人

905人

40人

98人

在留資格の変更手続きの簡素化、手続き
期間の短縮化

在留資格の変更弾力的に認められるよう
規制緩和

留学生を対象とした就職に関する情報の
充実

学校における留学生を対象とした就職説
明会の充実

学校の留学生に対する就職相談窓口の充
実

企業においてもっと留学生を対象とした
就職説明会を開催してほしい

留学生を対象としたインターンシップの
充実

その他

不明

高等教育機関（n=2,899）

50.7％

50.7％

33.9％

52.5％

26.6％

36.8％

19.0％

31.2％

在留資格の変更手続きの簡素化、
手続き期間の短縮化

在留資格の変更
弾力的に認められるよう規制緩和

留学生を対象とした
就職に関する情報の充実

学校における留学生を対象とした
就職説明会の充実

学校の留学生に対する
就職相談窓口の充実

企業においてもっと留学生を対象
とした就職説明会を開催してほしい

留学生を対象とした
インターンシップの充実

その他

不明

436人

271人

379人

151人

150人

242人

160人

16人

65人

在留資格の変更手続きの簡素
化、手続き期間の短縮化

在留資格の変更弾力的に認め
られるよう規制緩和

留学生を対象とした就職に関
する情報の充実

学校における留学生を対象と
した就職説明会の充実

学校の留学生に対する就職相
談窓口の充実

企業においてもっと留学生を
対象とした就職説明会を開催

してほしい

留学生を対象としたインター
ンシップの充実

その他

不明

日本語教育機関（n=783）

34.6％

48.4％

19.3％

19.2％

30.9％

20.4％

55.7％
在留資格の変更手続きの簡素化、

手続き期間の短縮化

在留資格の変更弾力的に
認められるよう規制緩和

留学生を対象とした
就職に関する情報の充実

学校における留学生を対象とした
就職説明会の充実

学校の留学生に対する
就職相談窓口の充実

企業においてもっと留学生を対象
とした就職説明会を開催してほしい

留学生を対象とした
インターンシップの充実

その他

不明

※高等教育機関：大学（大学院含む）、短期大学、専修学校等
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外国人材一般高度外国人材
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▶ 新型コロナウイルスの感染拡大の状況下でも、日本で就職活動を続ける外国人留学生は多い
▶ 就活イベントの中止や休校による相談窓口の停止等、就職活動において支障が生じている

n=302

株式会社アクセスネクステージ「新型コロナウイルスの影響による外国人留学生の就職活動状況アンケート調査（2020年5月）」

４. 外国人材の採用・活用に関する課題 参考 新型コロナウイルスによる就職活動への影響

n=30250.3%

23.5%

6.3%
2.6% 4.3% 5.3%

0.3%

6.3%
1.0%

日
本
で
就
職
活
動
を
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て
い
る
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に
い
る
が
就
職
活
動
を
中
断
し
て
い
る

日
本
で
就
職
活
動
を
す
る
予
定
だ
っ
た
が
就
職

活
動
を
せ
ず
帰
国
予
定

今
は
帰
国
し
て
い
る
が
、
日
本
で
就
職
活
動
を

再
開
予
定

そ
の
他

日
本
で
就
職
活
動
を
続
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て
い
る

日
本
に
い
る
が
就
職
活
動
を
中
断
し
て
い
る

既
に
日
本
の
企
業
か
ら
内
定
を
得
て
就
職
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動

を
終
了
し
た

今
は
帰
国
し
て
い
る
が
、
日
本
で
就
職
活
動
を

再
開
予
定

内定・内々定なし 内定・内々定あり

外国人留学生の就職活動状況

就職活動を続ける
外国人留学生

59.2％

今
は
帰
国
し
て
い
る
が
、

日
本
で
就
職
活
動
を
再
開
予
定

既
に
日
本
の
企
業
か
ら
内
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を
得
て

就
職
活
動
を
終
了
し
た

日
本
に
い
る
が
就
職
活
動
を
中
断
し
て
い
る

日
本
で
就
職
活
動
を
続
け
て
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る

そ
の
他

今
は
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国
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て
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日
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54.0%
50.3%

38.7%
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に
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が
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え
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た

そ
の
他

困
っ
て
い
な
い

新型コロナウイルスによる就職活動への影響で、
特に困っていること

困
っ
て
い
な
い

そ
の
他

学
校
が
休
み
の
た
め
就
活
に
必
要
なP

C

や

ネ
ッ
ト
環
境
が
使
え
な
く
な
っ
た

学
校
が
休
み
の
た
め
キ
ャ
リ
ア
セ
ン
タ
ー
に

就
職
活
動
に
つ
い
て
相
談
で
き
な
く
な
っ
た

行
き
た
い
会
社
の
選
考
が
止
ま
っ
て
い
る

行
き
た
い
会
社
の
説
明
会
や
面
接
が

中
止
に
な
っ
た

興
味
の
あ
る
会
社
が
見
つ
け
に
く
く
な
っ
た

参
加
を
予
定
し
て
い
た
就
職
活
動
イ
ベ
ン
ト

が
中
止
や
延
期
に
な
っ
た
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▶ 東南アジア諸国の人材は、日本企業での就労意向が高い

主な論点

◎海外在住の外国人求職者に、東京で働くことや東京の中小企業をどうアピールしていくか

ベトナム タイ

中国 韓国

インドネシア

マレーシア

フィリピン

香港

シンガポール

台湾

出典：パーソル総合研究所「APAC就業実態・成長意識調査2019」 20~69歳の各国1,000サンプルを抽出調査

４. 外国人材の採用・活用に関する課題

日本企業での就労意向

(3) 海外在住の外国人求職者
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